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⽇本保険薬局協会(NPhA)とは

正会員数
年間調剤売上⾦額
薬剤師(正社員）数
薬剤師（パート）数
薬剤師（正社員・パート）総数
全体従業員数
調剤薬局数（調剤専⾨・併設含む）

賛助会員数
合計会員数

368社
￥3,226,120,799,000

62,847⼈
19,830⼈
82,677⼈
417,912⼈
20,437薬局

202社
570社

39.7%

21.2%

22.1%

7.8%

4.2%
5.1%

10薬局未満 10薬局以上20薬局未満

20薬局以上50薬局未満 50薬局以上100薬局未満

100薬局以上200薬局未満 200薬局以上

会員の6割超が
20薬局未満の法人

【正会員 薬局数規模別分布】

202５年３月１日現在

【正会員 増加推移】

【主な活動内容】
1.薬局の機能向上︓
１）地域包括ケアとしての機能、社会的インフラ整備(医療DX)推進
２）会員間での各種委員会活動、情報共有。

2.教育と研修:
１）薬剤師やスタッフの教育・研修開催 (⾮会員向けも実施）

２）各委員会が企画・主催のセミナーやシンポジウムの開催
3.情報提供と連携:
１）⾏政、各種関連団体との取組み協⼒、周知、意⾒交換
２）会員との地域別会合の定期開催

4.研究と調査︓
１）協会内での薬局業務に関する定期的な調査実施
２）厚⽣労働省、⼤学、シンクタンクとの共同研究 など

【会員状況】
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➀ 健康サポート機能、薬局・薬剤師が担うべき役割や職能

② 低侵襲を伴う検査薬のOTC化に向けた規制改⾰に関する要望

③ 穿刺⾎を⽤いた検査薬の販売・使⽤で考えられる課題

④ 受診勧奨に繋げるための環境整備と体制の構築

低侵襲を伴う検査薬のOTC化について
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➀ 健康サポート機能、薬局・薬剤師が担うべき役割や職能
（セルフケア・セルフメディケーションの推進と、地域住⺠に対する健康相談、受診勧奨）

■健康サポート機能︓未病、早期発⾒、重症化予防への指導、受診勧奨、多職種連携

【課題】 ・特定健診受診率︓約半数が受けていない
・相談者に⾃覚症状や検査値等がないと、気づきのきっかけや早期発⾒、受診勧奨につなげにくい

【期待】 ・検査実施へのアクセスの向上で、健康課題への気づき(早期発⾒)の機会が増える
・相談者への受診勧奨を後押しできる具体的な体調変化を⽰せるツールとして活⽤できる

・健康への⾏動変容の提案、取組み成果の確認
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【特定健康診査実施率】

（厚労省 2022年度 特定健康診査・特定保健指導の実施状況）
（出典）厚⽣労働省「2022（令和４）年国⺠⽣活基礎調査」をもとに作成
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② 低侵襲を伴う検査薬のOTC化に向けた規制改⾰に関する要望

【課題】
①現在、未承認の「研究⽤」検査薬がインターネット等で販売されている
②検査の精度が不透明である

抗原検査
CoV・インフルエンザ

抗原検査
CoV妊娠検査尿蛋⽩尿 糖項⽬

⿐腔ぬぐい液⿐腔ぬぐい液
/唾液尿尿尿検体

研究⽤（侵襲あり）
検体例︓微量⾎液

⼀般⽤医薬品（⾮侵襲のみ）

【要望】
①国から承認された商品の利⽤・販売
薬局として国から承認された商品を介して、より具体的な未病・予防への取組み指導が実施出来る

②検査可能な品⽬数の充実
例）・⾎糖値、各種コレステロール等の検査

・腎機能・肝機能︓⾵邪薬、解熱鎮痛薬、下剤(Mg製剤)、サプリメントなどの使⽤判断にも活⽤可

← 厚⽣労働省からの承認 →
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③ 穿刺⾎を⽤いた検査薬の販売・使⽤で考えられる課題

受診・治療群

薬局(薬剤師)医療機関(医師)

【課題】 OTC化した検査薬の使⽤者層
検査実施対象者は、医療機関と薬局では異なると考える

未受診群

・健康診断未実施者
・未受診・未治療者
・病気への意識、知識が低い⽅
・多忙、検査を⾯倒と思われる⽅ など

受診勧奨・情報提供

●未病、早期発⾒により「受診勧奨」が進むことで、患者様へのメリットが⼤きい
●医療過疎地を含め、地域の医療機関との連携強化にもつながる
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④ 受診勧奨に繋げられるための環境整備と体制の構築

■使⽤者の範囲︓
➀健康診断未実施者、受診をされていない(希望しない)⽅など、体調確認の必要性の説明・販売
■使⽤者側のリテラシー向上︓
➁要指導医薬品として位置づけることにより、薬剤師が使⽤者に対⾯で指導する仕組み。
使⽤者の苦⼿な微量採⾎への穿刺⽅法を対⾯で説明できる

③検査薬使⽤後の結果に対して⾃⼰判断、誤解を防ぐため、薬剤師が相談・説明を実施。
必要に応じて受診勧奨を対⾯で実施

■販売者側の実態︓
➃薬局で販売・説明するための体制準備として、ガイドラインを作成し薬剤師の実施範囲を明確化
・教育研修（知識、⼿技）
・ツール（指先採⾎検査を実施するための冊⼦）

厚⽣労働省薬事審議会医療機器・体外診断薬部会での検討結果より




